
 
平成１８年５月１１日 

各  位 
                    会社名 オリエンタル酵母工業株式会社オリエンタル酵母工業株式会社オリエンタル酵母工業株式会社オリエンタル酵母工業株式会社    
                    代表者名   代表取締役社長 内藤 利邦 
                    （コード番号 東証第二部 ２８９１） 
                    問合わせ先 取締役経営企画部長 森 裕行 

ＴＥＬ     ０３－３９６８－１１２５ 
                        ＦＡＸ     ０３－３９６８－８７５８ 

  
 

定款の一部変更に関するお知らせ 
 
 

 当社は、平成１８年５月１１日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 
１８年６月２９日開催予定の第１２０回定時株主総会に付議することを決議いたしました
ので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．定款変更の目的 
（１）「会社法」（平成 17 年法律第 86 号）及び「会社法の施行に伴う関係法律の整備等

に関する法律」（平成 17年法律第 87号）が平成 18年５月１日に施行されたこと
に伴い、定款に一定の定めがあるものとみなされる規定の新設・変更のほか、定
款全般について、会社法に対応した用語並びに引用条文の変更などの所要の変更
を行うものであります。 

（２）単元未満株式について行使できる権利を明確化する定めをおくものであります。 
（３）株主総会の招集に際し株主に提供すべき資料（株主総会参考書類、事業報告、個

別注記表及び連結計算書類など）に表示すべき内容の一部を、インターネットの
ホームページに掲載することを可能にし、株主の利便性を高めることができる定
めをおくものであります。 

（４）取締役会の会議運営を効率的にし、会社経営をより機動的にするため、取締役会
の書面決議を可能とするものであります。 

（５）補欠として選任された監査役が就任したときの任期を定めるものであります。 
（６）社外監査役につき、広く人材の登用を可能とし期待される役割を充分発揮できる

よう、社外監査役との間に責任限定契約を締結することを可能とするものであり
ます。 

（７）上記各項の変更に伴い条数等につき所要の変更を行うものであります。 
 
２．定款変更の内容 
現行定款と変更案は、別紙のとおりです。 
 

３．日程 
定款変更のための株主総会開催日  平成１８年６月２９日（木） 
定款変更の効力発生日       平成１８年６月２９日（木） 
 
 

以上 



                               （下線は変更部分） 
現行定款 変更案 

第１章 総 則 
第１条～第３条（条文省略） 
 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
第４条（条文省略） 
 

第２章 株 式 
第５条（会社が発行する株式総数） 
当会社の発行する株式の総数は、１億株とする。た
だし、株式の消却が行われた場合には、これに相当
する株式数を減ずる。 
 
第５条の２（自己株式の取得） 
当会社は商法第２１１条ﾉ３第１項第２号の規定に
より、取締役会の決議をもって自己株式を買い受け
ることができる。 

 
（新設） 
 

 
第６条（１単元の株式の数及び単元未満株券の不発行） 
当会社の１単元の株式の数は、１，０００株とする。
当会社は、１単元の株式の数に満たない株式（以下
「単元未満株式」という。）に係わる株券を発行し
ない。但し、株式取扱規程に定めるところについて
はこの限りではない。 

 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 総 則 
第１条～第３条（現行どおり） 
 
第４条（機関） 
当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を
置く。 
１．取締役会 
２．監査役 
３．監査役会 
４．会計監査人 
 
第５条（現行どおり） 
 

第２章 株 式 
第６条（発行可能株式総数） 
当会社の発行可能株式総数は、１億株とする。 
 
 
 
第７条（自己株式の取得） 
当会社は会社法第１６５条第２項の規定により、取
締役会の決議によって市場取引等により、自己の株
式を取得することができる。 

 
第８条（株券の発行） 
当会社は株式に係る株券を発行する。 

 
第９条（単元株式数及び単元未満株券の不発行） 
当会社の単元株式数は、１，０００株とする。当会
社は、単元未満株式に係る株券を発行しない。但し、
株式取扱規程に定めるところについてはこの限りで
はない。 
 
 
第１０条（単元未満株式についての権利） 
当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、そ
の有する単元未満株式について、次に掲げる権利以
外の権利を行使することができない。 
１.会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利 
２.会社法第１６６条第１項の規定による請求をす
る権利 
３.株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及
び募集新株予約権の割当を受ける権利 
４.次条に定める請求をする権利 
 
 

別 紙 



 
現行定款 変更案 

第７条（単元未満株式の買増し） 
当会社の単元未満株式を有する株主（実質株主を含
む。以下同じ。）は、株式取扱規程に定めるところ
により、その単元未満株式の数と併せて１単元の株
式の数となるべき数の株式を売り渡すべき旨を請求
することができる。 

 
第８条（名義書換代理人） 
当会社は株式について名義書換代理人を置く。名義
書換代理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決
議によって選定しこれを公告する。当会社の株主名
簿及び実質株主名簿並びに株券喪失登録簿は、名義
書換代理人の事務取扱場所に備え置き、株式の名義
書換、質権の登録及び信託財産の表示又はこれらの
抹消、株券の交付、株券喪失登録の手続、単元未満
株式の買取り、及び買増し、届出の受理、実質株主
通知の受理、その他株式に関する事務は名義書換代
理人に取扱わせ、当会社においてはこれを取扱わな
い。 
第９条（株式取扱規程） 
当会社の株券の種類並びに株式の名義書換、質権の
登録、信託財産の表示、株主の住所・印鑑等の届出、
在外株主の仮住所又は代理人の届出、株券の再発行、
株券不所持の申出、株券の交付、株券喪失登録の手
続、単元未満株式の買取り、及び買増し、実質株主
通知の受理、その他株式に関する手続及び手数料は、
取締役会で定める株式取扱規程による。 

 
第１０条（基準日） 
当会社は、毎年３月３１日最終の株主名簿及び実質
株主名簿に記載又は記録された株主をもって、定時
株主総会において権利を行使すべき株主とする。 

 
前項その他定款に定めがある場合の外、必要がある
ときは、予め公告して一定の日を定め、その日最終
の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された
株主又は登録質権者をもって、その権利を行使すべ
き株主又は質権者とすることができる。 

 
 

第３章 株主総会 
第１１条～第１３条（条文省略） 
  
 
 
 

第１１条（単元未満株式の買増し） 
当会社の株主は、株式取扱規程に定めるところによ
り、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式
数となる数の株式を売り渡すことを請求することが
できる。 
 
 
第１２条（株主名簿管理人） 
当会社は株主名簿管理人を置く。株主名簿管理人及
びその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定
め、これを公告する。当会社の株主名簿（実質株主
名簿を含む。以下同じ。）、新株予約権原簿及び株券
喪失登録簿の作成並びに備え置きその他の株主名
簿、新株予約権原簿及び株券喪失登録簿に関する事
務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社にお
いてはこれを取扱わない。 
 
 
 
第１３条（株式取扱規程） 
当会社の株式に関する取扱い及び手数料は、法令又
は本定款のほか、取締役会において定める株式取扱
規程による。 
 
 
 
 
 
第１４条（基準日） 
当会社は、毎年３月３１日最終の株主名簿及び実質
株主名簿に記載又は記録された株主をもって、定時
株主総会において権利を行使することができる株主
とする。 
前項その他定款に定めがある場合の外、必要がある
ときは、予め公告して一定の日を定め、その日最終
の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された
株主又は登録株式質権者をもって、その権利を行使
すべき株主又は登録株式質権者とすることができ
る。 
 

第３章 株主総会 
第１５条～第１７条（現行どおり） 



現行定款 変更案 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 

第１４条（決議の要件） 
株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがな
い限り、出席した株主の議決権の過半数でこれを決
する。但し、商法第３４３条に定める特別決議は、
総株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席
し、その議決権の３分の２以上で行なう。株主又は
その法定代理人は、総会毎に当会社の議決権のある
株主を代理人として、議決権を行使することができ
る。但し、この場合には代理権を証する書面を提供
しなければならない。 

 
 
第１５条（議事録） 
株主総会の議事は、その経過の要領及びその結果を
議事録に記載又は記録し、議長及び出席した取締役
は、これに記名捺印又は電子署名を行なう。 

 
第４章 取締役及び取締役会 

第１６条（条文省略） 
   
第１７条（選任） 
取締役は、株主総会において選任する。但し、取締
役の選任を決議する場合には、総株主の議決権の３
分の１以上を有する株主の出席を要する。取締役の
選任については、累積投票によらないものとする。 

 
 
 
第１８条（任期） 
取締役の任期は、就任後１年内の最終の決算期に関
する定時株主総会終結の時迄とする。 

 
 
第１９条（報酬） 
取締役の報酬及び退職慰労金は、株主総会でこれを
定める。 

 
 

第１８条（株主総会参考書類等のインターネット開示
とみなし提供） 
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書
類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載又
は表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定め
るところに従いインターネットを利用する方法で開
示することにより、株主に対して提供したものとみ
なすことができる。 
 
第１９条（決議の方法） 
株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがあ
る場合を除き、出席した議決権を行使することがで
きる株主の議決権の過半数でこれを決する。会社法
第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使す
ることができる株主の議決権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ
て行なう。株主又はその法定代理人は、総会毎に当
会社の議決権のある株主１名を代理人として、議決
権を行使することができる。但し、この場合には代
理権を証する書面を提供しなければならない。 
      

（削る） 
 
 
 
 

第４章 取締役及び取締役会 
第２０条（現行どおり） 
 
第２１条（選任方法） 
取締役は、株主総会の決議によって選任する。但し、
取締役の選任を決議する場合には、議決権を行使す
ることができる株主の議決権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行な
う。取締役の選任については、累積投票によらない
ものとする。 
 
第２２条（任期） 
取締役の任期は、選任後１年内に終了する事業年度
のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時迄
とする。 
 
第２３条（報酬等） 
取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として
当会社から受ける財産上の利益（以下報酬等とい
う。）は、株主総会の決議によって定める。 



 
現行定款 変更案 

第２０条～第２２条（条文省略） 
  

（新設） 
 
 
 
第２３条～第２５条（条文省略） 
 
第２６条（議事録） 
取締役会の議事は、その経過の要領及び結果を議事
録に記載又は記録し、出席した取締役及び監査役が
これに記名捺印又は電子署名を行なう。 

 
第２７条（取締役会規則） 
取締役会に関する事項は、取締役会で定める規則に
よる。 

 
第５章 監査役及び監査役会 

第２８条（条文省略） 
 
第２９条（選任） 
監査役は、株主総会において選任する。 
但し、監査役の選任を決議する場合には、総株主の
議決権の３分の１以上を有する株主の出席を要す
る。 

 
第３０条（任期） 
監査役の任期は、就任後４年内の最終の決算期に関
する定時株主総会終結の時迄とする。 

 
 
 
 
第３１条（報酬） 
監査役の報酬及び退職慰労金は、株主総会でこれを
定める。 

 
第３２条（監査役会の招集） 
監査役会の招集通知は、各監査役に、会日より３日
前に発する。但し、緊急の必要がある場合には、こ
の期間を短縮することができる。 

 
 
 
第３３条（条文省略） 
 

第２４条～第２６条（現行どおり） 
 
第２７条（取締役会の決議の省略） 
当会社は、会社法第３７０条の要件を充たしたとき
は、取締役会の決議があったものとみなす。 

 
第２８条～第３０条（現行どおり） 
 

（削る） 
 
 
 
 
第３１条（取締役会規則） 
取締役会に関する事項は、法令又は本定款のほか、取
締役会において定める取締役会規則による。 
 

第５章 監査役及び監査役会 
第３２条（現行どおり） 
 
第３３条（選任） 
監査役は、株主総会の決議において選任する。但し、監査
役の選任を決議する場合には、議決権を行使することがで
きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、
出席した当該株主の議決権の過半数をもって行なう。 
 
第３４条（任期） 
監査役の任期は、選任後４年内に終了する事業年度
のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時
迄とする。任期の満了前に退任した監査役の補欠と
して選任された監査役の任期は、退任した監査役の
任期の満了する時迄とする。 

 
第３５条（報酬等） 
監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 
 
 
第３６条（監査役会の招集） 
監査役会の招集通知は、各監査役に、会日より３日
前に発する。但し、緊急の必要がある場合には、こ
の期間を短縮することができる。監査役全員の同意
があるときは、招集の手続きを経ないで監査役会を
開催することができる。 

 
第３７条（現行どおり） 
 



 
現行定款 変更案 

第３４条（常勤の監査役及び常任監査役） 
監査役会はその互選をもって常勤の監査役を定め
る。監査役の互選により、常任監査役を置くことが
ある。 

 
第３５条（議事録） 
監査役会の議事は、その経過の要領及び結果を議事
録に記載又は記録し、出席した監査役がこれに記名
捺印又は電子署名を行なう。 

 
第３６条（条文省略） 
  

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 

第６章 計 算 
第３７条（営業年度及び決算） 
当会社の営業年度は、毎年４月１日より翌年３月 
３１日迄とし、毎営業年度末日に決算を行う。 
 
第３８条（利益配当） 
利益配当は、毎年３月３１日最終の株主名簿及び実
質株主名簿に記載又は記録の株主又は登録質権者に
支払う。 
 
 
第３９条（中間配当） 
当会社は、取締役会の決議をもって、毎年９月３０
日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録
の株主又は登録質権者に中間配当（商法第２９３条
ノ５の規定による金銭の分配をいう。）を行うこと
ができる。 

 
第４０条（配当金等除斥期間） 
利益配当金及び中間配当金は、支払開始の日から満
３カ年を経過しても受領がないときは、会社はその
支払義務を免れるものとする。利益配当金及び中間
配当金には利息をつけない。 
 

第３８条（常勤の監査役及び常任監査役） 
監査役会はその決議によって常勤の監査役を選定す
る。監査役会の決議により、常任監査役を置くこと
がある。 
 

（削る） 
 
 
 
 
第３９条（現行どおり） 
 
第４０条（社外監査役との責任限定契約） 
当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、
社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害
賠償責任を限定する契約を締結することができる。
但し、当該契約に基づく責任の限度額は、あらかじ
め定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い
額とする。 
 

第６章 計 算 
第４１条（事業年度及び決算） 
当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月 
３１日迄の１年とし、毎事業年度末日に決算を行う。 
 
第４２条（剰余金の配当の基準日） 
当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とす
る。 
前項その他基準日を定めて剰余金の配当をすること
ができる。 
 
第４３条（中間配当） 
当会社は、取締役会の決議によって、毎年９月３０
日を基準日として中間配当をすることができる。 

 
 
 
 
第４４条（配当金の除斥期間） 
配当財産が金銭である場合は、支払開始の日から満
３カ年を経過しても受領がないときは、当会社はそ
の支払義務を免れるものとする。剰余金の配当及び
中間配当には利息をつけない。 
 
 

  



 
現行定款 変更案 

（附則） 
第１条 
平成１５年３月期に関する定時株主総会終結前に
在任する監査役の任期については、第３０条中｢就
任後４年内｣とあるを｢就任後３年内｣と読み替える
ものとする。なお、本条は前記監査役全員が退任し
たときをもって削除する。 
 

第２条  
第１８条（任期）の規定にかかわらず、平成１５年
６月２７日開催の定時株主総会において選任され
た取締役の任期は、従前の任期とする。なお、本条
は、該当する取締役の全員が退任したときをもって
削除する。 
 

以  上 

（削る） 
（削る） 

  
 
 
 
 
 

（削る） 
 
 
 
 
 
 
                 以 上 

 

 


